
事業計画等を変更する場合の諸手続及び報告書類の提出について

１．事業計画変更について（特別積合せ貨物運送に係るものを除く）

運輸開始後に事業計画を変更する場合には、貨物自動車運送事業法及び貨
物自動車運送事業法施行規則に基づく次の（１）～（３）の手続きが必要
です。



事業計画等を変更する場合の諸手続及び報告書類の提出について

（１）認可申請が必要なもの
① 各営業所に配置する事業用自動車の数の変更（一定の要件に該当する場合）

② 営業所の位置の変更（変更には新設・廃止を含む）
※最小行政区画内での変更、貨物自動車利用運送のみに係る営業所の変更を除く。

③ 各営業所に配置する事業用自動車の種別の変更（普通自動車と霊きゅう自動車）

④ 自動車車庫の位置及び収容能力の変更（新設・廃止を含む）

⑤ 休憩・睡眠施設の位置及び収容能力の変更（新設・廃止を含む）

⑥ 貨物自動車利用運送をするかどうかの別

⑦ 特別積合せ貨物運送をするかどうかの別

⑧ 運送約款の設定・変更（標準運送約款を設定、標準運送約款へ変更する場合を除く）



事業計画等を変更する場合の諸手続及び報告書類の提出について

（２）事前の届出が必要なもの
① 各営業所に配置する事業用自動車の数の変更（一定の要件に該当する場合）

② 休止・廃止届（３０日前まで）

（３）事後の届出が必要なもの
① 運賃料金の設定・変更（実施後３０日以内）

② 主たる事務所の名称及び位置の変更（遅滞なく）

③ 営業所の名称の変更の届出（遅滞なく）

④ 営業所の位置の変更
※最小行政区画内での変更、貨物自動車利用運送のみに係る営業所の変更に限る。

⑤ 役員の変更
※代表権を有する役員の変更…遅滞なく
※代表権を有しない役員の変更…前年７月１日～６月３０日までの期間に係る

変更について、毎年７月３１日まで

⑥ 氏名又は名称、住所の変更（遅滞なく）



事業計画等を変更する場合の諸手続及び報告書類の提出について

２．事業の譲渡譲受及び相続等について

（１）事業の譲渡譲受は認可申請が必要です。
（２）事業の合併は以下の場合には、認可申請が必要となります。
① 一般貨物自動車運送事業の経営許可を受けた法人同士の合併

② 一般貨物自動車運送事業の経営許可を受けた法人と
経営許可を受けていない法人の合併

※ただし、②の場合で一般貨物自動車運送事業の経営許可を受けた法人が存続する場合、
認可申請は不要

（３）相続については、被相続人の死亡後６０日以内に認可を
受けることが必要です。

※６０日経過後は相続認可申請不可



事業計画等を変更する場合の諸手続及び報告書類の提出について

３．その他

（１）報告書の提出について
一般貨物自動車運送事業者には、貨物自動車運送事業報告規則に基づき以下の報告が義

務づけられています。

① 事業報告書
毎事業年度経過後１００日以内に提出が必要です。
（報告書類）
・事業概況報告書（第１号様式）
・一般貨物自動車運送事業損益明細表（第２号様式）
・一般貨物自動車運送事業人件費明細表（第３号様式）
・貸借対照表、損益計算書

② 事業実績報告書
毎年７月１０日までに提出が必要です。
（報告書類）
・貨物自動車運送事業実績報告書（第４号様式）



以下に該当する場合には届出が必要です。

※ 安全管理規程及び安全統括管理者について

事業用自動車の数が《２００両以上》の一般貨物自動車運送事業者は、安全管理規程を
定め、国土交通大臣に届け出なければならない。また、安全管理規程の届出後、安全統括
管理者を選任し、その氏名及び役職を国土交通大臣に届け出なければならない。

① 安全管理規程（輸送の安全を確保するため次に掲げる遵守すべき事項を定める）
・事業の運営の方針に関する事項
・事業の実施及びその管理の体制に関する事項
・事業の実施及びその管理の方法に関する事項
・安全統括管理者の選任に関する事項

② 安全統括管理者
事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、かつ、一般貨物自動車運送事
業に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備える者のうちか
ら選任する者をいいます。



以下に該当する場合には届出が必要です。

※ 運送利用管理規程及び運送利用管理者について

貨物自動車利用運送を行う一般貨物自動車運送事業者は、一定規模以上（前年度の利用
運送量が《１００万トン》以上）の場合、運送利用管理規程を定め、国土交通大臣に届け
出なければならない。また、運送利用管理規程の届出後、運送利用管理者を選任し、その
氏名及び役職を国土交通大臣に届け出なければならない。

① 運送利用管理規程（健全化措置の実施に関する規程を定める）
健全化措置とは、
・利用する運送に要する費用の概算額を把握し、勘案して利用の申込みをすること
・費用の提示額が概算額を下回る場合、当該荷主に対して交渉したい旨を申し出ること
・委託先のトラック事業者が更に利用運送を行う場合に関し、再々委託の制限その他の
条件を付すること
・その他健全な運営の確保に資するためのものとして国土交通省令で定める措置

② 運送利用管理者
その事業における健全化措置の実施及びその管理の体制を確保するため、事業運営上
の重要な決定に参画する管理的地位にある者のうちから選任する者をいいます。



トラック運送事業者の皆様荷主の皆様

トラック運送事業者に対して積極的に協議の場を設けるとともに、

トラック運送事業者からの申し出にご協力よろしくお願いいたしますお 願 い

運賃と料金を含む運送契約の条件に関して 標準的運賃を参考として、自社

での原価計算結果により事業

継続に必要なコストに見合った

対価を収受することで、

標準的運賃の活用により期待される効果

ドライバーの賃金水準が引きあがり、

労働環境の改善につながります

法令に則った事業の安定化を実現できます

令和2年、トラック運送事業者が自社の

適正な運賃を算出し、荷主との運賃交渉

に臨むにあたっての参考指標として、

「標準的運賃」制度を創設しました。

令和6年、燃料高騰分や高速道路料金な

ども含めて適正に転嫁できるよう、運賃

水準の引上げ、荷待ち・荷役などの輸送

以外のサービスの対価について標準的

水準、下請けに発注する際の手数料など

の多様な運賃・料金を設定した新たな

「標準的運賃」を告示しました。

トラック運送業は、他産業と比較して、長時間労

働・低賃金の傾向にあり、運転従事者数が減少し

ています。この問題に対処するため、令和６年度

より時間外労働の限度時間が設定されました。

ドライバー不足による物流の停滞を引き起こさ

ないために、物流産業を魅力ある職場とし、労

働環境の改善に向けた「標準的運賃」にご協力

をお願いします。

運送契約の締結時に、附帯業務の有無、附帯業務料や燃料サーチャージなどを記載した書面の交付を必要

としております。こちらについてもご理解とご協力をお願いいたします。

「標準貨物自動車運送約款」も同時に改正しています

物流の健全な維持・発展の為に、新たな「標準的運賃」を

荷主との積極的な交渉に活用してください
お 願 い

国土交通省 〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 TEL：03-5253-8111（代表）お問い合わせ 発行：2024年5月

詳しくは国土交通省
HPをご覧ください。

新たな運賃・解説集
を掲載しています。

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針

令和５年11月、内閣官房及び公正取引委員会は、発注者と受注者それぞれが採るべき行動／求められる行

動を12の行動指針として取りまとめました。当該指針では、「標準的運賃」などの公表資料に基づき、受

注者側が提示する価格について、発注者側が尊重することなどが盛り込まれています。

国土交通省 〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 TEL：03-5253-8111（代表）お問い合わせ 発行：2024年5月

詳しくは国土交通省
HPをご覧ください。

新たな運賃・解説集
を掲載しています。



荷主B

１両＝

荷主A

１両＝

１個＝

荷主A

荷主B

Ⅴ．待機時間／Ⅵ．積込料・取卸料、附帯業務料

運送以外の役務を行う場合は、

運賃とは別に料金として収受

Ⅰ．距離制運賃表

Ⅲ．個建運賃

共同輸配送等を念頭に、「個建運賃」を

設定

Ⅳ．運賃割増率

►速達割増等

リードタイムが短い運送の際の「速達割増」

（逆にリードタイムを長く設定した場合の

割引）や、有料道路を利用しないことによ

るドライバーの運転の長時間化を考慮した

割増を設定

►休日割増（日曜祝祭日） ２割

►深夜・早朝割増（22時～5時） ２割

►特殊車両割増

Ⅶ．利用運送手数料

運賃の10％を当該運賃とは別に収受（運賃から差し引くのではなく、運賃に上乗せして荷主から収受）

Ⅷ．有料道路利用料

有料道路を利用した区間の料金を別に定めるところにより収受

Ⅸ．その他実費として収受すべき費用

フェリー利用料、特殊車両通行関係費用、中継輸送における施設使用料

その他の費用が発生した場合には、運賃とは別に実費として収受

Ⅹ．燃料サーチャージ

120円を基準価格とし、軽油価格の変動に応じて設定できるよう、

算出方法や燃料価格上昇テーブル等を提示

4tクラス中型車の例

合計２時間を超えた場合は、
割増率５割を加算

1,760円/30分 ※30分を超える場合待機時間料

2,180円/30分（機械荷役の場合）
積込料・取卸料

2,100円/30分（手荷役の場合）

運賃とは別に実費として収受附帯業務料

タ
ン
ク
車

「標準的運賃」の活用を行い

適切な運賃の収受への

ご協力をよろしくお願いいたします

荷主の皆様へのお願い

• トラック運送事業者が、運賃交渉の際に、標準的運賃等の公表

資料を用いて提示した価格については、合理的な根拠があるもの

として尊重してください※。

• 荷主等が運賃交渉に応じない、運賃・料金を不当に据え置く、

荷待ち・荷役の対価を支払わない等の行為は、トラックGメンに

よる是正指導の対象となる場合があります。

• 荷主の皆様におかれては、トラック運送事業者の適正運賃収受に

向けてご理解・ご協力をお願いいたします。

参照：労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（令和５年11月、内閣官房及び

公正取引委員会）

トラック運送事業者の皆様へのお願い

標 準 的 運 賃 の 概 要

• 労務費や燃料費等のコストを運賃・料金として適正に収受できる

よう、標準的運賃の考え方も参考に、原価計算を行いましょう。

• 荷主等との運賃交渉の際に、標準的運賃を活用しましょう。標準

的運賃等の公表資料を用いて提示した価格については、合理的な

根拠があるものとして尊重すべきものとされています※。

• 荷主等が運賃交渉に応じてくれない、運賃・料金を不当に据え置

かれる等の場合には、トラックGメンによる是正指導の対象となる

場合があります。全国のトラックGメンに情報をお寄せください。

• 「点検整備の未実施」「最低賃金法に基づき定められた最低限度額

より低い賃金の支払い」「社会保険への未加入」等は法令違反です。

法令違反が確認された場合には、行政処分を行います。

新たな「標準的運賃」を

告示しました

トラック運送事業者が自社の原価を適切に把握

し、荷主との運賃交渉を行う際の参考指標であ
る「標準的運賃」制度が、より活用し易い形に

改正されます

小型車・中型車・大型車・トレーラーの2割冷蔵・冷凍車

トレーラーの４割海上コンテナ輸送車

大型車又はトレーラーの２割セメントバルク車

大型車の２割ダンプ車

大型車の２割コンクリートミキサー車

大型車又はトレーラーの３割石油製品輸送車

大型車又はトレーラーの４割化成品輸送車

大型車又はトレーラーの５割以上高圧ガス輸送車

Ⅱ．時間制運賃表
トレーラー

（20tクラス）
大型車

（10tクラス）
中型車

（4tクラス）
小型車

（2tクラス）
種別

76,84060,09046,64039,3808時間制
基礎額

46,10036,05027,98023,6304時間制

………………

平均8％引上げ

参照：距離制運賃表、時間制運賃表（関東運輸局）より一部抜粋

単位：円単位：円

トレーラー
（20tクラス）

大型車
（10tクラス）

中型車
（4tクラス）

小型車
（2tクラス）

キロ程

29,07023,06018,19015,79010km

33,16026,11020,43017,71020km

37,24029,16022,66019,63030km

……………

平均8％引上げ

トラックGメン
ウェブサイト

新たな料金表は

国交省HPに
掲載しています

国土交通省HPに「標準的運賃

Q&A集」を掲載しております。

新運賃適用の際にご参照ください。

国交省HP
準備中



URL：https://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/00001_03122.html

（省略）









（中略）

URL：
https://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/00001_03158.html



参考資料
標準的な運賃・標準貨物自動車運送約款について



標準的な運賃の内容
Ⅰ距離制運賃表 Ⅱ時間制運賃表

Ⅲ 個建運賃
Ⅳ 運賃割増率
Ⅴ 待機時間料
Ⅵ 積込料・取卸料、附帯作業料
Ⅶ 利用運送手数料
Ⅷ 有料道路利用料
Ⅸ その他実費として収受すべき費用
Ⅹ 燃料サーチャージ
Ⅺ その他



標準的な運賃の算出における考え方

構成要素 適正な原価 適正な利潤＋ 運 賃＝

固定費単価

変動費単価

基準外人件費

a車両償却費 d自動車関係保険料b人件費

e荷役関係費用

c自動車関係税

f借入金利息 g間接費

h燃料費

l車検・修理費

iオイル費 jタイヤ費

m間接費

k尿素水費

適正な原価とは

基準内人件×1.25

適正な利潤とは

運送原価×利益率 利益率 ＝ 適正利潤額 ÷ 運送原価
適正利潤額＝（事業用固定資産＋運転資本額（営業費×４％））×自己資本構成比

×０．１÷（１－利益課税率）



標準的な運賃の構成

18



19

運賃原価の内訳



標準的な運賃の算出における考え方

×所要所定内労働時間

×走行距離
＋

×所要所定外労働時間

×（１＋利益率）

×基礎作業時間（４or８時間）

×基礎走行距離
（小型50kmor100km)
（小型以外60kmor130km）

＋
×（１＋利益率）

時間制運賃

距離制運賃

固定費単価

１時間当たり

変動費単価

１ｋｍ当たり

基準外人件費

１時間当たり ＋

固定費単価

１時間当たり

変動費単価

１ｋｍ当たり



その他運賃・料金・割増等について
個建運賃

÷ {最大積載個数or重量）×基準積載率（○○％）}

距離制運賃

＋付随料金

時間制運賃

＋付随料金

or

１個又は１重量あたり運賃＝

（最低積載個数等を設定）

各社で設定



その他運賃・料金・割増等について

（１）通常想定される配達予定日時※よりも早く配達を希望する場合

※・・・有料道の利用、労基法、改善基準告示、道交法等の関係法令を遵守を前提として通常想定される配達日時

⇒基準運賃×割増率

（２）有料道路の利用が認められない場合

⇒有料道路を代替する一般道のキロ程に応じた運賃×割増率

※積合せを前提に余裕をもった場合の割引

速達割増等

割 増



その他運賃・料金・割増等について

特殊車両割増

割 増

※高圧ガスについては、内容物に対応したタンク仕様により車両本体価格が高額となる場合があ
ることから5割以上としている。

深夜・早朝割増

休日割増

特大品割増

品目別割増

冬期割増

悪路割増 地区割増

割 引

リードタイムを長くした場合の割引 長期契約割引 往復貨物の割引



積込料・取卸料

その他運賃・料金・割増等について

・発地、着地での待機作業時間
それぞれ30分まで除く

・２時間までは上段
・２時間を超える部分は下段

・待機時間料の対象となる時間と
併せて….
２時間までは上段
２時間を超える部分は下段

・手積みの場合の方が若干低いが、
時間がかかるので
結局割高となる。

待機時間料



利用運送手数料

その他運賃・料金・割増等について

・運賃の10％を運賃と別に収受
・実運送事業者の手配までに要した次数について収受
⇒下請け数が増えていくと10％、10％×２…と増えていく

品代金の取立て・荷掛金の立替え・荷造り・仕分け・保管・検収・検品・横
持ち及び縦持ち・棚入れ・ラベル貼り、はい作業など

…

運賃とは別に収受

フェリー利用料・特殊車両通行関係費用・中継輸送用施設使用料 など

標準的な運賃

利用運送手数料

標準的な運賃

利用運送手数料
利用運送手数料 利用運送手数料

20％＋運賃等 10％＋運賃等 運賃等

付帯業務料

有料道路利用料

その他実費

…

…



燃料サーチャージとは、燃料等の価格の上昇・下落によるコストの増減分を別建ての
運賃として設定する制度

110

115

120

125

130

135

燃料サーチャージが
適用される価格帯

燃料サーチャージが
適用されない価格帯

新標準的な
運賃による軽
油基準額
120円/ℓ
それを上回る
場合燃料
サーチャージ
必要

・距離別運賃（大型車、中国運輸局管内）
・走行距離：840km(東京～広島間)
＜標準的な運賃：248,920円＞
・燃費：3.3km/ℓ
・燃料上昇額20円上昇→算出上の燃料価格上限額17.5円

走行距離(km) 燃費(km/ℓ)÷ × 算出上の燃料価格上昇額(円/ℓ)

＝ 840(km) 3.3(km) 17.5(円/km)

＝ 4,455円

その他運賃・料金・割増等について
燃料サーチャージ



標準運送約款改正関係(主な改正ポイント)
（１）荷待ち・荷役作業等の運送以外のサービス内容の明確化

適正に収受できる環境を整備！！ 長時間の荷待ち

契約にない付帯業務

・約款上の業務区分の明確化

・契約 にない取卸し等を含め、積込料・取卸料を収受する旨を明記（第６１条）

改正
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（２）契約の書面化・電子化

・個々の案件の運送条件や契約に含まれる
業務内容を明確化（第６条、第７条）

運賃、料金、附帯業務等を記載した
書面（電磁的方法を含む）を交付
(運送申込書／引受書)することとする 改正

標準運送約款改正関係(主な改正ポイント)

附帯業務やその料金、燃料サーチャージ等については書面化・電子化さ れていない場合が多く、
適正な運賃・料金の収受が困難となっている状況



（３）下請構造の可視化

・利用運送を行う元請運送事業者は、当該運送の全部又は一部について運送を行う
実運送事業者の商号・名称等を荷主に通知（第１７条第１項）

・利用運送に係る費用は 「利用運送手数料」として、運賃・料金とは別途収受する旨新たに明記
（第１７条第２項）

中小零細事業者を中心として、下請構造における 自社の階層を把握していないトラック運送
事業者が多く存在

荷主も自らの貨物が 実際どのトラック運送事業者によって運送されているのか把握していないと
いった事態が存在

標準運送約款改正関係(主な改正ポイント)



（４）その他
・中止手数料の請求を開始できるタイミング及び中止手数料の金額について見直し（第３８条）

・運賃・料金等の店頭掲示事項のオンライン化（第３２条第４項）

・燃料サーチャージの設定について明記（第３２条第２項）

・賃金水準、物価変動に当たっての運賃料金改定協議について明記（第３２条第３項）

※改正貨物自動車運送事業法第１１条においても規定（令和６年４月１日施行）

当日前日２日前～３日前
運賃料金等の50％

以内
運賃料金等の30％

以内
運賃料金等の20％

以内
なし

当日前日～２日前
普通：3,500円
小型：2,500円なしなし

標準運送約款改正関係(主な改正ポイント)



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（R5.11)

・労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針
・発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を１２の行動指針として取りまとめ。
・独占禁止法及び下請け代金法に基づき厳正に対処することを明記

発注者として採るべき行動／求められる行動
【行動①：本社（経営トップ）の関与】 【行動②：発注者側からの定期的な協議の実施】
【行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること】※ 【行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと】
【行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと】 【行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること】

・急激な物価高騰を乗り越え持続的な構造的賃上げを実現するためには、雇用の７割を占める中
小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが必要
→令和５年１１月２９日に内閣官房及び公正取引委員会の連名で「労務費の適切な転嫁の
ための価格交渉に関する指針」を策定

本指針の性格

【行動①：相談窓口の活用】 【行動②：根拠とする資料】※ 
【行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら希望する額を提示】【行動③：値上げ要請のタイミング】

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動
【行動①：定期的なコミュニケーション】 【行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管】

※価格交渉において、発注者が労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を求める場合や、受注者が労
務費の上昇傾向を示す根拠資料の例として、「標準的な運賃」が明記されている。

受注者として採るべき行動／求められる行動

【参考】公正取引委員会ＨＰ https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html


